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「2023春季生活闘争推進会議」
～参加者全体で連合本部方針内容の共有をはかる～

　１月30日（月）徳島グランヴィリオホテルにて「四国ブロック2023春闘推進会議」が開

催され、連合愛媛中小共闘センターから５名（１名WEB）が参加しました。

　会議では、連合本部（仁平総合局長）より、2023春闘方針について、方針決定に至るま

での情勢分析や方針および各種取り組みなど説明を受けました。2023春季生活闘争は、「未

来づくり春闘」の深化など、昨年の基本フレームは変えず、国際比較でも日本の賃金水準が

低位にある事や、エネルギー価格の高騰や輸入物価の上昇による国内物価上昇への対応など、

新たな要素を加えている。今次闘争では、デフレマインドから抜け出すために、月例賃金の

引上げ、積極的な「人への投資」によって実質賃金を改善し、消費拡大による安定的な国内

経済へとステージに変えなければならない。」と説明がされました。

　次に、各地方連合から、春闘方針（案）の詳細について報告を行い、方針に掲げる引き上げ

額の設定根拠や、その他の取り組みについても各県情報共有することができました。

　連合愛媛中予・今治地域協議会は2022年12月10日（土）、東予地域協議会は１月15日（日）、

南予地域協議会は１月28日（土）に定期総会を行い、来賓や代議員を縮小するなど感染対策

を講じたうえで開催しました。

　各総会では、報告事項および2023年度の活動や役員体制が確認され活動がスタートしま

した。今総会で退任された役員の方々には、これまでの連合運動に対するご支援・ご協力に

感謝申し上げます。

各地域協議会

第13回定期総会開催
連合愛媛
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生活困窮者支援に関する
　　　　　緊急要請を行なう。

　2022年12月26日（月）愛媛県庁知事会議室において、2023年度の「制度・政策要求」

を行いました。

　新型コロナウイルス感染症の状況を鑑み、菊川会長、政策委員会宮﨑委員長と事務局含

め5名での要請行動となりました。また、私たちのくらしを直撃している物価高など、収

入の低い層ほど大きな影響を受けていることを踏まえ、緊急の取り組みとして「生活困窮

者支援に関する緊急要請」についても要請しました。

　はじめに、菊川会長より「行政と労働組合とは立場は違うが、働く事を軸とする安心社

会の実現については、方向感に違いはないと思っている。人手不足や少子高齢化、人口減

少など、様々な対処対応をされていることは承知の上で、連合愛媛の要請に対する考えを

聞かせていただきたい。」とあいさつしました。

　続いて、要求内容の趣旨を含め、①外国人労働者が安心して働くことができる環境の整

備（３項目）②生活困窮者支援に関する緊急要請について（５項目）を説明し意見交換を行

いました。中村知事からは「今回の要請内容を踏まえ、様々な制度を駆使しながら県政運

営に反映していきたい。」と述べられ終了しました。

　１月20日（金）三翠園（高知市）にて「連合2023四国ブロック女性会議」が開催され、

連合愛媛の女性委員会メンバーと事務局の４名で参加しました。

　冒頭、連合本部の則松副事務局長のあいさつに続き、「①23年度活動計画」「②春季生活

闘争におけるジェンダー平等・多様性推進課題」「③連合『ジェンダー平等推進計画』フェー

ズ１」「④個別課題」について説明があり、男女間格差および生活関連手当支給基準の是正

や改正女性活躍推進法や男女雇用機会均等法の周知徹底と点検活動、さらにはあらゆるハラ

スメント対策と差別の禁止など、について学習しました。

　各県の取り組み報告では、平和学習の一環として2022平和行動in広島や原爆写真展の

開催、沖縄本土復帰50周年として連合四国ブロックで参加した平和学習in沖縄、はじめて

実施した「全国集中一斉労働相談ダイヤル」への学習会や電話対応など報告され、今後の活

動を充実・強化する気づきを得ることができました。


